
令和４年度 国際戦略総合特別区域評価書 

作成主体の名称：茨城県、つくば市、国立大学法人筑波大学 

１ 国際戦略総合特別区域の名称   

つくば国際戦略総合特区 

２ 総合特区計画の状況 

①総合特区計画の概要

本特区では、つくばに集積する科学技術を最大限活用することで、イノベーションを絶

え間なく創出する産学官の連携拠点を形成し、我が国の成長牽引及び世界的な課題解決に

資する下記 ４分野に取り組んでいる。 

（１）サービスロボットの社会実装（ライフイノベーション）

・搭乗型移動支援ロボットや自律型ロボットの社会実装

・開発メーカーへのサポート（安全性試験、コンサルティング、認証サポート）等

  （２）革新的な医薬品・医療機器・医療技術、機能性食品等の開発 （ライフイノベーション）

・次世代がん治療（BNCT）の実用化

・つくば生物医学資源を基盤とする革新的医薬品・医療技術の開発

・核医学検査薬（テクネチウム製剤）の国産化

・革新的ロボット医療機器・医療技術の実用化と世界的拠点形成

・有用物質の生産システムを活用した疾病予防・健康増進に資する機能性食品等の開

発商品化　等

  （３）環境・エネルギー分野における課題解決と新事業創出（グリーンイノベーション） 

・藻類バイオマスエネルギーの実用化

・戦略的都市鉱山リサイクルシステムの開発実用化 等

  （４）オープンイノベーションプラットフォームの推進 

・TIA（※）を通じたオープンイノベーションプラットフォームの形成

・つくばライフサイエンス推進協議会（TLSK）、サイバーダイン社ほか有望なスター

トアップ群等による「サイバニクス産業」などのオープンイノベーションプラット

フォームによる共同研究、研究施設の共有、人材育成 等

※TIA：産業技術総合研究所（産総研）、物質・材料研究機構（NIMS）、筑波大学、

高エネルギー加速器研究機構（KEK）、東京大学及び東北大学が協力して運営

するオープンイノベーション拠点。 

②総合特区計画の目指す目標

つくばにおける科学技術の集積を活用したライフイノベーション・グリーンイノベーシ

ョンの推進による産業化促進と社会実装 
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③総合特区の指定時期及び総合特区計画の認定時期

平成 23 年 12月 22日指定

平成 24 年３月９日認定（令和３年３月 26 日最終認定）

④前年度の評価結果

国際戦略総合特区 3.8点

・新計画の初年度であることに加えコロナ禍の影響もあり、あまり進捗が芳しく

ない項目はあるものの、当該分野の将来性を考えるとある程度肯定的な評価がで　

きるのではないかと考えた。また、当該特区内にある国際輸送インフラ（成田空

港、茨城港）あるいは国内輸送インフラ（茨城空港）は以降の転換を考えると

もっと積極的に関わっていくように調整することが望ましいと考える。

・BNCTの取組を進めて成果につなげていること、ゲノム編集作物の商品化等、具
大的な成果につなげていることは高く評価される。金融制度、税制等積極的な事
業展開を一層展開することを期待する
・BNCTは内外から注目・期待される医療技術にて、今後の実用化に向けての発展
を期待する。
・TGI の仕組みは、他地域・領域におけるプロジェクト管理にも大変参考になる
ものと思われる。

⑤前年度の評価結果を踏まえた取組状況等

・「次世代がん治療（BNCT）の実用化」の取組では、令和３年１月から、これまで

開発してきた BNCT 用治療装置実証機を用いて、治験実施に向け必要となる非臨床試

験（細胞、マウスへの照射実験）を実施し、中性子ビームの生体への安全性と治療

への適用性を確認した。この非臨床試験は令和５年１月に終了し、それ以降は令

和５年度中の治験開始に向けて医薬品医療機器総合機構（PMDA）と協議を進めたほ

か、日本医療研究開発機構（AMED）からの治験費用も獲得している。 

・「有用物質の生産システムを活用した疾病予防・健康増進に資する機能性食品等

の開発商品化」の取組では、ゲノム編集作物の GABA高蓄積トマトについて、機能性

表示食品として販売可能となったことで、商品の販路が拡大している。 

⑥本年度の評価に際して考慮すべき事項

「次世代がん治療（BNCT）の実用化」の取組について、新型コロナウイルスの影響

により、国際学会が現地開催されず、また、例年開催されている京都大学主催の研究

会も開催されなかったことから、国内外の各 BNCT施設の治験や治療に関する情報が得

られなかった。これにより、中性子ビームの物理学特性試験等の計画立案の検討に時

間を要した。 

３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価（別紙１） 

①評価指標

評価指標（１）：連携企業数［進捗度 128%］
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数値目標（１）：180 社（令和３年度）→900社（令和 7年度） 

[当該年度目標値 360 社、当該年度実績値 461社、進捗度 128%] 

評価指標（２）：事業・産業創出（起業、ライセンスアウト、製品化等）[進捗度 50%] 

数値目標（２）：15 件（令和３年度）→75件（令和７年度） 

[当該年度目標値 30件、当該年度実績値 15件、進捗度 50%] 

評価指標（３）：事業化に伴う株式公開（IPO）件数 

数値目標（３）：１件（令和７年度）［進捗度 100％］ 

  本数値目標は、特区としての総合的な取組を経て、令和 7年度に最終的に達成され

るものと見込んでいたが、「革新的ロボット医療機器・医療技術の実用化と世界的拠点

形成」の取組において、平成 27年にロボット医療機器 HAL と再生医療の組合せによる

新たな機能再生治療の開発を目指しサイバーダイン㈱が出資した㈱サイフューズが、

令和４年 12月に東京証券取引所（グロース市場）に新規上場した。 

　②寄与度の考え方

　該当なし

③総合特区として実現しようとする目標（数値目標を含む。）の達成に、特区で実施する

各事業が連携することにより与える効果及び道筋

（ⅰ）これまでの「つくば」は、多くの研究機関が集積しているものの、それぞれの機関が

縦割りで研究開発を行っているケースが多く、複数の研究機関が相互に協力し、同じ目

標を持って、新事業・新産業の創出等に取り組む事例は必ずしも多くなかった。 

このような背景から、つくば国際戦略総合特区は、「つくばを変える新しい産学官連

携システム」の構築に取り組むこととし、「４つの先導的プロジェクト」の推進を図り

ながら、そこで生じた課題・問題点をこの「つくばを変える新しい産学官連携システム」

の構築にフィードバックすることにより、つくばの科学技術から新事業・新産業を絶え

間なく生み出していく、これまでにない新しいシステムの確立を進めている。その中核

組織として、平成 26年３月には「つくばグローバル・イノベーション推進機構（TGI）

※」を設立し、事業化・産業化を見据えたマッチング事業、戦略的な情報発信等を実施

することで、ライフイノベーション分野及びグリーンイノベーション分野において、新

規プロジェクトの創出やプロジェクトの推進に取り組んできた。 

（ⅱ）ライフイノベーション分野においては、がん治療関連では、先導的プロジェクトの

「次世代がん治療（BNCT）の開発実用化」に加え、平成 25年度に、がんに対しての高

精度診断、画期的な創薬・治療法の実用化を目指して「つくば生物医学資源を基盤と

する革新的医薬品・医療技術の開発」と「核医学検査薬の国産化」プロジェクトを立ち

上げた。また、ロボット関連では、「生活支援ロボットの実用化」に加え、同じく平成

25年度に、高度なロボット技術の活用・集積を目指す「革新的ロボット医療機器・医

療技術の実用化と世界的拠点形成」プロジェクトも立ち上げた。平成 26年度以降はこ

れらのプロジェクトの取組が本格化しており、革新的ながん対策の推進やロボット革

命の実現等つくばの科学技術の集積を最大限活かして、世界的な政策課題の解決に貢
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献することを目指している。 

 さらに平成 29 年度には、つくばの作物育種技術や農業生物資源の集積を活用し、有

用物質生産植物の大規模生産を目指すプロジェクト「植物機能を活用したヒトの健康増

進に資する有用物質生産システムの開発事業化」を立ち上げ、疾病の効果的な予防と健

康管理による健康長寿社会の実現に資するため、疾病予防・健康増進に資する有用物質

（ミラクリン、GABA など）を含む植物の生産に取り組んでいる。

（ⅲ）グリーンイノベーション分野では、先導的プロジェクトである「藻類バイオマスエ

ネルギーの実用化」のほか、平成 27年度には革新的なリサイクル技術の確立による有

用金属資源の安定確保や関連産業の育成等を目指すプロジェクト「戦略的都市鉱山リ

サイクルシステムの開発実用化」を立ち上げ、持続可能な循環型社会の実現に向けて、

産学官で連携し取り組んでいる。 

（ⅳ）そのほか、プロジェクトごとにも産学官の連携を進めており、オープンイノベーシ

ョン拠点 TIA や「つくば生物医学資源を基盤とする革新的医薬品・医療技術の開発」

プロジェクトの「つくばライフサイエンス推進協議会（TLSK）」や、「藻類バイオマス

エネルギーの実用化」プロジェクトの「藻類産業創生コンソーシアム」などで機関連

携を推進している。 

 今後も、産業化促進と社会実装を促すために、TGIを中核組織に産学官連携システ 

ムを駆使して、プロジェクトごとの機関連携を超えた事業間連携についても狙ってい

く。 

※TGI：Tsukuba Global Innovation Promotion Agency（（一社）つくばグローバル・

イノベーション推進機構）

つくば国際戦略総合特区の推進に向け、分野、組織の垣根を超えた新しい産学官

連携システムの中核組織（筑波大学の学内組織であったが、地域での活動を大幅に

拡大するため、平成 26年 3月に一般社団法人化）。つくばの科学技術の集積を最大

限に活用し、新産業・新事業の連鎖を生み出すための新しい仕組みの構築を目指

す。 

TGI は、特区プロジェクトの運営・広報支援を横断的に行う上、技術相談窓口を設

け産学官からの相談をワンストップで受け付け、課題解決につなげることでつくば

国際戦略総合特区の推進を加速している。また TGIは、TLSKを運営し、本協議会を

通じて、「つくば生物医学資源を基盤とする革新的医薬品・医療技術の開発」プロジ 

ェクト内の新しい事業化推進テーマや「植物機能を活用したヒトの健康増進に資す

る有用物質生産システムの開発事業化」プロジェクトを創出及び両特区プロジェク

トの産業化促進に大きく貢献している。

④目標達成に向けた実施スケジュール

連携企業数については、目標達成に向けて順調に進捗している。

起業・ライセンスアウト・製品化等の件数については、目標値を下回っているものの、

「革新的ロボット医療機器・医療技術の実用化と世界的拠点形成」の取組において米国カ

リフォルニア州でのサイバニクス治療施設の開設（令和 4年 4月開設、サイバーダイング
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ループによる米国初拠点）などの海外展開が進むとともに、「有用物質の生産システムを活

用した疾病予防・健康増進に資する機能性食品等の開発商品化」の取組でのゲノム編集技

術作物の機能性表示の取得（GABA高蓄積トマト、消費者庁届出番号 H617）、「TIA世界的イ

ノベーションプラットフォームの形成」の取組での計 21件の特許出願、「戦略的都市鉱山

リサイクルシステムの開発実用化」の取組での開発技術の実証フェーズ移行や関連企業で

開発技術の実用化に向けた検討等があったことから、今後の目標値への寄与が見込まれ

る。 

事業化に伴う株式公開（IPO）件数については、特区としての総合的な取組を経て、令和

7年度に最終的に達成されるものと見込んでいたが、「革新的ロボット医療機器・医療技術

の実用化と世界的拠点形成」の取組において、平成 27年にロボット医療機器 HALと再生医

療の組合せによる新たな機能再生治療の開発を目指しサイバーダイン㈱が出資した㈱サイ

フューズが、令和 ４年 12月に東京証券取引所（グロース市場）に新規上場した。

引き続き、産学官連携システムの中核組織であるTGIとの更なる連携を図り、地域を挙

げてのあらゆる支援や総合特区制度の活用等に積極的に取り組んでいく。 

４ 規制緩和を活用した事業等の実績及び自己評価（別紙２） 

① 特定国際戦略事業

規制の特例措置を活用した事業はないが、これまでに計 23 件の規制緩和の提案を行っ

ている。国との協議の結果、現行制度で対応可能という提案が多かったが（一部緩和 １

件（※）、現行法で対応可能 16件、対応不可３件、協議中 ３件）、現行制度で実現可能

との見解が示されることで、その後の事業者が躊躇なくプロジェクトに取り組むことが可

能となり、加速化につながった。今後も各プロジェクトの進捗に応じて、必要な規制緩和

については、積極的に国に提案を行っていく。 

（※）搭乗型移動支援ロボットの公道実証実験における保安要員の条件の緩和。当初、構 

造改革特区の規制の特例措置であったが、総合特区の規制協議を経て平成 27年度に全

国展開された。 

②一般国際戦略事業

②－１ 搭乗型移動支援ロボットの規制緩和（道路交通法）

ア 事業の概要（平成 26年春協議）

搭乗型移動支援ロボットの公道実証実験を通して、搭乗型移動支援ロボットに関

する社会実装を推進してきたところ。平成 26 年度には、搭乗型移動支援ロボット

の公道実証実験を実施する際に配置することとされている保安要員に関する条件が

緩和され、搭乗型移動支援ロボットに搭乗したままで保安要員としての業務を行う

ことが認められた。これにより、保安要員が別途自転車等で併走する必要がなくな

り、搭乗型移動支援ロボット（２台以上）だけの移動が可能となった。 

イ 評価対象年度における規制の活用状況と目標達成への寄与

令和 ４年４月に道路交通法が改正され、遠隔操作の自動配送ロボットが公道走

行可能となったところであり、今後、当該特区のロボット安全試験センターの利用

が増えることを見込んでいる。引き続き、搭乗型移動支援ロボットや自動配送ロ

ボット等のサービスロボットの安全性に関するデータを蓄積し、これらのロボット

の産業化促進と社会実装に貢献していく。 
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③規制の特例措置の提案

③－１ 「ゲノム編集技術応用作物/食品の届出に係る手続の簡素化・迅速化」(令和

２年秋協議) 

ア 提案の概要

ゲノム編集技術の利用により得られた農林水産分野の生物については農林水産省

と厚生労働省へ届出をする必要があるが、専門家会議が別個で行われているため各

主務官庁間での見解の相違が発生し、手続作業として負担になっている。これを解

消すべく、事前相談において主務省庁ごとに行われている専門家会議を合同で行う

ことを提案した。 

イ 国と地方の協議の結果

継続協議中

③ －２ 「機能性表示制度の品種による均一性の管理について」（令和４年秋協議）

ア 提案の概要

機能性表示食品制度（※）では、当該表示がされる食品の機能性関与成分の含有

量等を担保するため、生産・製造及び品種の管理に関する情報等の届出を求めてい

るが、ゲノム編集技術は、誰がどこで栽培しても安定的に機能性成分を多く含む食

品を生産することが可能であるため、生産・製造者ごとの成分の含有量等に関する

データを提出不要とし、届出中の生産・採取・漁獲等を行う者の氏名及び所在地の

記載を省くことなどを提案した。 

 （※）食品の安全性及び機能性に関する科学的根拠を消費者庁に届出を行うことに

より、事業者の責任において特定の健康効果を表示できる制度（疾病低減表示

を除く）。 

イ 国と地方の協議の結果

継続協議中

③－３ 「ゲノム編集技術応用作物/食品の事前相談終了の日数目安について」（令和４ 

年秋協議） 

ア 提案の概要

ゲノム編集技術の利用により得られた生物については、国への事前相談を行った

後に届出をすることとなっているが、現在は、その事前相談を始めてから終了する

までの日数又は不備事項の指摘までに係る日数の提示がなく、事業計画が立てにく

いところ。そのため、その日程の提示及び 90日以内での回答を提案した。 

イ 国と地方の協議の結果

継続協議中

５ 財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価 

①財政支援：評価対象年度における件数 0件

令和４年春協議において、「次世代がん治療（BNCT）の実用化」の取組から 1件

の財政支援要望（治験費用に係るAMEDの補助金の予算枠の増額・拡充要望）を行った

結果、予算枠を増額・拡充することは他の予算事業の制度設計にも影響を及ぼすため

難しいが、当該補助金において優れた取組として評価された場合等には予算の追加配
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分の可能性がある（現行制度で対応可能）との回答があったところ。引き続き制度

の周知に努め、各プロジェクトから要望があった場合には、積極的に提案していく。 

②税制支援：評価対象年度における件数０  件

令和４年度は税制支援の活用がなかった。つくば市に所在する研究機関を中心とし

た研究開発型のプロジェクトが多く、設備投資の際に十分な利益を確保できている企

業が少ないこともあり、活用要望がない。

しかし、「革新的ロボット医療機器・医療技術の実用化と世界的拠点形成」の取組で

の関連企業の新規上場や、「有用物質の生産システムを活用した疾病予防・健康増進に

資する機能性食品等の開発商品化」の取組でのゲノム編集技術による GABA高蓄積トマ

トの販路拡大、「戦略的都市鉱山リサイクルシステムの開発実用化」の取組での関連企

業における開発技術の導入に向けた検討が進むなど、ビジネス展開の動きが進んでいる

ことから、活用に向けた具体的な検討等が行えるよう、引き続き関連企業へ制度の周知

に努めていく。

③金融支援（利子補給金）：評価対象年度における件数０件

令和４ 年度は金融支援の活用がなかった。つくば市に所在する研究機関を中心とし

た研究開発型のプロジェクトが多く、金融機関から融資を受け設備投資を行う企業が少

ないこともあり、活用要望がない。しかしながら、税制支援の記述同様、ビジネス展開

の動きが進んでいることから、活用に向けた具体的な検討等を行えるよう、引き続き関

連企業へ制度の周知に努めていく。

６ 地域独自の取組の状況及び自己評価（別紙３） 

 （地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連する

民間の取組等） 

「つくばグローバル・イノベーション推進機構（TGI）」を中核組織として、つくばの研

究機関及び大学の技術シーズの事業化支援や技術相談のワンストップ窓口支援、人材の育

成支援等の取組を行っているほか、茨城県やつくば市においても支援措置を講じている。 

これらの地域を挙げた特区プロジェクトへの支援が、特区全体の目標達成に寄与してい

るといえる。 

７ 総合評価 

ライフイノベーション分野では、次世代がん治療（BNCT）の治験開始に向けた取組、

サイバーダイン㈱の海外展開や関連企業の新規上場等のビジネス展開、ゲノム編集作物で

あるGABA高蓄積トマトの販路拡大などの事業化に向けた取組が進むとともに、令和４年

４月の道路交通法改正に伴いロボット安全試験センターの利用増が見込まれるなど、今後

の産業化促進と社会実装へ貢献する動きが加速している。 

 グリーンイノベーション分野についても、藻類バイオマスエネルギーの実用化に向け、

国交省事業（下水道応用研究事業）内での技術実証が進められるとともに、都市鉱山のリ

サイクル技術の開発関連では、民間企業において開発技術の導入に向けた検討が進められ

るなど、着実に進捗が認められる。 

　そのほか、オープンイノベーション拠点の TIAや、中核機関であるつくばグローバル・

イノベーション推進機構（TGI）による産学官連携を促進する取組により、連携企業数は
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大きく目標を上回っている。 

 以上から、特区プロジェクト全体の進捗としては、「起業、ライセンスアウト、製品化

等」において目標値を下回っているものの、産業化促進と社会実装に向けた取組は加速し

ており、目標達成に向けて順調に進捗していると考えている。今後は、これまで以上に国

の特例措置等の活用を目指し、つくば国際戦略総合特区の目標である産業化促進・社会実

装を進められるよう、地域一丸となって全力で取り組んでいく。 
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（令和３年度） 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標値 180 360 540 720 900

実績値 194 461

進捗度（％） 108 128

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年
度の目標

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

〇目標達成の考え方
・本特区では、つくばに集積する科学技術を最大限活用することで、イノベーションを絶え間なく創出
する産学官の連携拠点を形成し、我が国の成長牽引及び世界的な課題解決に資するプロジェクトに
取り組んでいる。
・H29年度からは、当初計画（H24認定）を見直し、研究開発プロジェクトを事業化・産業化につなげる
ことをより明確化することを目標とし、大学・研究機関だけでなく民間企業の参入を促進させていくた
め、「連携企業数」を数値目標（１）として設定した。

〇目標達成に向けた主な取組、関連事業
・つくばグローバル・イノベーション推進機構（TGI）において、技術相談のワンストップ窓口を目指す
「つくばテクニカルコンシェルジュ（TTC）」を設置し、企業からの共同研究や製品素材等に係る相談を
関連研究機関へと円滑につなぐ取組を実施している。
・「TIA世界的イノベーションプラットフォームの形成」の取組での、産業技術総合研究所や筑波大学
等の６機関が運営するTIAオープンイノベーション拠点では、令和４年度に新たなプロジェクトが立ち
上がるなどして、連携企業数が増加している。
・「核医学検査薬（テクネチウム製剤）の国産化」の取組におけるプロジェクト会合や、「つくば生物医
学資源を基盤とする革新的医薬品・医療技術の開発」の取組におけるつくばライフサイエンス推進協
議会、「戦略的都市鉱山リサイクルシステムの開発実用化」の取組におけるSUREコンソーシアムな
ど、プロジェクトごとに定期的に会議等を開催し、研究機関や企業とのマッチング機会を創出してい
る。

・連携企業数は、研究機関と共同研究契約等（覚書を含む。）を締結して、プロジェクトに従事する研
究者が所属している企業数（研究機関に研究者を出向させている企業を含む。）とする。
・本数値目標は本特区における全プロジェクトの事業化・産業化に向けた成果を包含（網羅）する数
値目標として設定したものである。目標値の設定にあたっては、各プロジェクトの実施機関（茨城県、
つくば市、筑波大学、研究機関等）へのヒアリング結果を集計して年次目標を設定し、令和７年度ま
でに、新たに連携企業数900社を達成することとした。

目標に向けて順調に進捗している。令和４年度は新たに以下のような取組が進められた。
・「藻類バイオマスエネルギーの実用化」の取組において、令和４年度の国交省の応用下水道研究事
業に、「下水資源を使った藻類バイオマス原油生産と副産物の資源化に関する重点技術開発」プロ
ジェクトが採択
・「TIA世界的イノベーションプラットフォームの形成」の取組において、TIAの拠点を活用する新たなプ
ロジェクトの立上げ

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

外部要因等特記事項

数値目標（１）

寄与度(※)：-（％）

評価指標（１）
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（令和３年度） 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標値 15 30 45 60 75

実績値 11 15

進捗度（％） 73 50

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

今年度は法人の新たな設立がなく、法人設立に伴う特許の使用や製品化等の件数が少なかったこと
から、昨年度に比べて、数値としては落ち込んでいる（昨年度は起業件数（藻類ビジネスを行う法人
の設立等）があったことに加え、藻類ビジネスを行う法人において、筑波大学の特許を使用し、化粧
品事業を開始した。）。しかしながら、以下のような取組が進められており、今後の目標値への寄与が
見込まれる。なお、特許出願件数（21件）については実績値に含めていない。
・次世代がん治療（BNCT）の治験開始に向けた取組
・「革新的ロボット医療機器・医療技術の実用化と世界的拠点形成」の取組において米国カリフォルニ
ア州でのサイバニクス治療施設が開設されるなどの海外展開
・「有用物質の生産システムを活用した疾病予防・健康増進に資する機能性食品等の開発商品化」の
取組でのゲノム編集技術作物の機能性表示の取得（GABA高蓄積トマト、消費者庁届出番号H617）
・「ＴＩＡ世界的イノベーションプラットフォームの形成」の取組での計21件の特許出願
・「戦略的都市鉱山リサイクルシステムの開発実用化」の取組での開発技術の実証フェーズ移行や関
連企業での開発技術の導入に向けた検討

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

評価指標（2）

数値目標（２）

寄与度(※)：-（％）

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

〇目標達成の考え方
・本特区では、つくばに集積する科学技術を最大限活用することで、イノベーションを絶え間なく創出
する産学官の連携拠点を形成し、我が国の成長牽引及び世界的な課題解決に資するプロジェクトに
取り組んでいる。
・H29年度からは、当初計画（H24認定）を見直し、研究開発プロジェクトを事業化・産業化につなげる
ことをより明確化することを目標とし、事業化・産業化に向けた進捗状況を把握するため、「事業・産業
化創出件数」を数値目標（２）として設定した。

〇目標達成に向けた主な取組、関連事業
・つくば研究支援センター（ＴＣＩ）において、レンタルラボやオフィスとして活用可能なインキュベーショ
ン施設「つくば創業プラザ」の運営、各種専門家（税務､労務､法務､知財等）の紹介、製品開発や資金
調達の支援など、創業支援を行っている。
・つくばの研究機関が有する最先端研究設備の共用化を推進する「つくば共用研究施設データベー
ス」は、つくば国際戦略特区事業としてこれまでTGIが管理・運営を行ってきたが、令和元年度からTIA
に移設し、「TIA共用施設データベース」として、TIA６機関（産総研、NIMS、筑波大学、KEK、東京大
学、東北大学）の共用装置680台以上が登録されている。
・総合特区制度や県・市の支援措置、国の競争的資金の活用について、茨城県やつくば市を中心に
企業への周知や相談対応に取り組むことで、企業の事業・産業創出を支援している。

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年
度の目標

・事業・産業創出件数は、各プロジェクトの参画機関が実施した「起業」「ライセンスアウト」「製品化」
等の合計件数とする。
・本数値目標は本特区における全プロジェクトの事業化・産業化に向けた成果を包含（網羅）する数
値目標として設定したものである。目標値の設定にあたっては、各プロジェクトの実施機関（茨城県、
つくば市、筑波大学、研究機関等）へのヒアリング結果を集計して年次目標を設定し、令和７年度まで
に事業・産業創出件数75件を達成することとした。
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（令和３年度） 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標値 0 0 0 0 1

実績値 0 1

進捗度（％） 100

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合の要因分析）

・事業化に伴う株式公開（IPO）件数については、「革新的ロボット医療機器・医療技術の実用化と世
界的拠点形成」の取組において、平成27年にロボット医療機器HALと再生医療の組合せによる新た
な機能再生治療の開発を目指しサイバーダイン㈱が出資した㈱サイフューズが、令和４年12月に東
京証券取引所（グロース市場）に新規上場した。
・そのほか、藻類バイオマスエネルギーのビジネス展開を目指すための法人、ゲノム編集作物の
GABA高蓄積トマトの販路拡大を目指す法人など、今後の進捗によっては株式公開（IPO）につながる
可能性のある法人が設立されている。

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

評価指標（3）

数値目標（３）

寄与度(※)：-（％）

代替指標又は定性的評価の考
え方
※数値目標の実績に代えて代
替指標又は定性的な評価を用
いる場合

本数値目標は、本特区の目標である各プロジェクトの産業化を評価するものであり、総合的な取組を
経て最終的に達成するアウトカム指標である。そのため、令和6年度までは定性的な評価を行い、現
計画の最終年度である令和７年度に定量的な評価（進捗度をもって評価）を実施することとしている。
（しかしながら、平成27年にロボット医療機器HALと再生医療の組合せによる新たな機能再生治療の
開発を目指しサイバーダイン㈱が出資した㈱サイフューズが、令和４年12月に東京証券取引所（グ
ロース市場）に新規上場したため、進捗度が100％となっている。）

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

〇目標達成の考え方
・本特区では、つくばに集積する科学技術を最大限活用することで、イノベーションを絶え間なく創出
する産学官の連携拠点を形成し、我が国の成長牽引及び世界的な課題解決に資するプロジェクトに
取り組んでいる。
・H29年度からは、当初計画（H24認定）を見直し、研究開発プロジェクトを事業化・産業化につなげる
ことをより明確化することを目標とし、特区としての総合的な取組を経て最終的に達成するアウトカム
指標として、「事業化に伴う株式公開（IPO）件数」を数値目標（３）として設定した。

〇目標達成に向けた主な取組、関連事業
・本数値目標は特区としての総合的な取組を経て最終的に達成されるものであるが、企業の株式公
開にあたっては、未公開企業の場合よりも、より一層市場ニーズを捉えることや、海外も含めた販路
開拓・拡大、事業拡大のための多額の資金調達などが必要になってくる。そのため、数値目標（１）
（２）達成のための取組に加えて、大手企業との協業、製品等のプレスリリース、VCからの資金調達
などを支援するビジネスマッチング会の開催（例.：つくばビジネスマッチング会（TCI主催））などにも取
り組んでいる。

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、各年
度の目標

・本数値目標は、特区としての総合的な取組の結果として達成される非常にチャレンジングな目標
であり、また、将来的に株式公開が見込まれる有望な企業であっても計画最終年度まで実施されな
い可能性もあることから、令和７年度までに１件の達成を目標とする。

1111



別紙２

関連する数値目標

国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかになった措置による事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

- -

国との協議の結果、全国展開された措置を活用した事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

- -

＜特記事項＞

該当なし

■規制の特例措置等を活用した事業の実績及び評価
規制の特例措置を活用した事業

特定（国際戦略／地域活性化）事業の名称（事業の詳細は本文４①を参照） 規制所管府省による評価

規制所管府省名：＿＿＿＿＿＿＿
□ 特例措置の効果が認められる
□ 特例措置の効果が認められない

⇒□要件の見直しの必要性あり
□ その他

※関連する数値目標の欄には、別紙１の評価指標と数値目標の番号を記載してください。

該当なし -

現時点で実現可能なことが明らかになった
措置による事業の名称

備考
（活用状況等）

-

全国展開された事業の名称
備考

（活用状況等）

-該当なし
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■地域独自の取組の状況及び自己評価（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連する民間の取組等）
財政・税制・金融上の支援措置
財政支援措置の状況

事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

ロボットスーツ治験事業

県立医療大学付属病院において、ロボットスーツを使用
したリハビリテーション医療の先駆的立場を確立し、県
民に対して最先端のリハビリテーション医療の早期提供
を図るため、他のリハビリ実施医療機関とも連携し脳卒
中片麻痺患者の歩行能力回復を目的とする「医療用HAL単
脚モデル」の医療機器承認及び医療保険適用に向けた医
師主導治験を実施する。

（１）～（３） 2,500千円（R4事業費） 茨城県

ニューロリハビリテーション
推進事業

県立医療大学付属病院において、医療用HALを使用した難
病患者へのリハビリ医療を推進し、HAL等先端機器を運用
できる人材の育成を目指す。

（１）～（３） 5,000千円（R4事業費） 茨城県

ロボット介護機器普及支援事
業

介護職員の負担軽減、職場定着及びロボット介護機器の
介護施設への普及を促進するため、介護施設におけるロ
ボット介護機器の導入費用の一部を補助する。

（１）～（３） 44,335千円（R4事業費） 茨城県

つくばチャレンジ

全国の大学や研究所、企業などから参加者が集う自律移
動ロボットの公開技術チャレンジ。TX研究学園駅周辺
コースを自律移動ロボットが走行し、人の探索や横断歩
道の通行などの課題に挑戦する。

（１）～（３） 4,000千円（R4事業費） つくば市

税制支援措置の状況
事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

該当なし
金融支援措置の状況

事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

該当なし

-

- - -

規制緩和・強化等
規制緩和

取組 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

該当なし - - - -

規制強化
取組 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

該当なし - - - -

その他
取組 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

該当なし - - - -

特区の掲げる目標の達成に寄与したその他の事業
事業名 事業概要 関連する数値目標 実績 自治体名

該当なし - - - -

体制強化、関連する民間の取組等

体制強化

民間の取組等

◯つくばグローバル・イノベーション推進機構（TGI）
・筑波大学の学内組織であった「つくばグローバル・イノベーション推進機構」が発展し、平成26年３月に、これまでの活動を
強化し、当機構を地域が一丸となってイノベーションを創出するための中立的な機関とするため、一般社団法人へ移行し、多
くの研究機関等の参画による強固な連携体制の構築に取り組んでいる。
・平成28年２月には、関係機関の連携を密にすべく筑波大学産学連携部職員がTGI職員を併任し、事務局体制を強化。
・令和３年２月にはつくばスタートアップパークに活動拠点を移し、地域のスタートアップ企業等との効率的な連携や情報共有
によるイノベーション創出を図っている。
・なお、TGIは本特区において重要な連携機能を担うとともに、産学官連携の効果を期待する企業等から会費を徴収するほか、
競争的資金の獲得を進めることで、補助金のみに頼らない自立的運営を図っている。

◯茨城県・つくば市
・茨城県では、平成25年度に「国際戦略総合特区推進室」を設置。平成30年度には、同室を産業戦略部へ移管し、特区プロジェ
クト等の産業化を促進する体制の強化を図った。
・つくば市では、平成25年度に「国際戦略総合特区推進部」を設置。特区プロジェクトからの製品化・事業化等の成果を創出
し、科学技術の社会への還元を目指して、平成29年度には、同部を市全体の総合的な施策を担当する「企画部」と統合するこ
とで「政策イノベーション部」を新設し、更なる推進体制の強化を図った。

◯その他
・「つくば生物医学資源を基盤とする革新的医薬品・医療技術の開発」プロジェクトでは、つくばの研究機関や製薬会社等で構
成する「つくば生物医学資源コンソーシアム」を平成25年４月に設立。同年11月にキックオフミーティングを行い、プロジェク
トの推進母体として本格的に活動を開始した。
・「核医学検査薬（テクネチウム製剤）の国産化」プロジェクトでは、産学官連携を強化するために平成27年４月から「核医学
検査薬の国産化プロジェクト会合」を定期的（2回/年）に開催している。会合においては、プロジェクトの成果をまとめるな
どして、研究開発の的確かつ効率的な推進を図っている。
・「藻類バイオマスエネルギーの実用化」プロジェクトでは、平成27年７月に筑波大学において「藻類バイオマスエネルギーシ
ステム開発研究センター」を創設。同センターは令和３年３月に閉鎖したが、藻類バイオマスエネルギーシステム研究ユニッ
トとして本特区事業に係る研究開発活動を継続・発展させている。
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